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． 　 は じめ に

　人 口 変動 と教育改革 の 関連 を考 え る うえで は ， 学校外教育投資の 問題が 1 つ の 枢

要 な位 置を占め る 。 と い うの も
，

まず第
一

に 1990年代 を 中心 と した 「ゆ と り教育 」

の 導入 ， す な わ ち学校 5 日制の 実施や教育 内容の 削減に よ っ て 学校外教育 へ の 需要

が 増大 し ， と くに 経済的 に余裕の あ る階層で は重要 な再生産戦略に な っ て い る可能

性が あ る か らで ある 。 1996年 の第15期 中央教育審議会 「21世紀を展望 した我 が国の

教育の 在 り方 に つ い て」の第
一

次答 申に お い て は ， 「ゆ と り教育」に よ る過度の 受験

競争の 緩和 をあげた うえで ， 具体 的に は 「学校 5 日制」に よ っ て 家族や地域社会で

の 社会体験 ・自然体験 の 機会 を増 す こ とを提言す る
一

方で
， 過度の 塾通 い が そ の 機

会 を奪 うと危惧 して い た 。 しか し ， この 時期 すで に 「受験競争 の 過熱化」を背景 と

して ， 通塾率の増大 と低年齢化 に と もな い 学校外教育投資が 増大 しつ つ あ る こ と は

文 部科学省 に よ っ て も認識 さ れ て い た （鈴木　1997）。

　実際 ， 武 内 ・中谷 ・松繁 （2006） は ， 月 2 回の 学校 5 日制が導入 され た 年 （1995

年） を は さ ん で長子 1人 当た りの 月額補助学習費用 （学校外教育投資）の 変動要因

を 「消費生 活 に 関する パ ネル 調査」か ら分析 した 結果 ，
1994年度 に 比 べ て 97年度 で

は と くに所得 の 高 い 層で 小中学生の 補助学習費用 が 増大 した こ とを指摘して い る 。

ま た 平尾 ・永井 ・坂本 （2007） も， 「全国消費実態調 査」データ の 分析か ら，
1989年

か ら99年の 10年間 に家計 に お け る教育費負担が増えた こ と
， また総支 出の 多い 家計

ほ ど教育関連費割合 や補習教育割合 が 高 くな っ た こ とを指摘 した 。 そ して ， 調査時
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点間の 比較か ら，
1990年代 に お け る教育支出の 階層間格差 は ， と くに 90年代前半に

起 こ っ た と推測 して い る 。 さ らに ， こ うした市場偲す る教育の も とで の 学校 外教育

費負担の 増大が ， 少子化 と い う人口 変動の理 由の
一

端 を担っ て い る こ と は
， 従 来か

ら も指摘 され て きた （山本　2002）（
1＞

。

　第二 に ，
こ の 時期は大学設置基準の 大綱化 （199茎年） に よ っ て 大学 ・学部の 新設

が つ づ い た こ とに加 えて ， 少子 化 と くに 18歳人 口 の 急激な減少 に よ っ て ， 高等教育

は 「ユ ニ バ ーサ ル 段階」 を迎 えた 。 とこ ろが
，

こ の教育拡大期 は隅時に バ ブル 経済

崩壊 に よ る不況期で もあ っ た こ とか ら， 新たな経済格差の 出現の 兆 しを指摘す る見

解 もあ る 。 それ は ， 教 育達 成 に お け る経済要因の 「復活．1（尾鴫　2GO2）に着冒す る

議論 で ある 。 尾嶋 （2002）は， 1995年 SSM 調査デ ータ の 分析か ら， 教育達成に 対す

る出身階層の経済状態の影響が 教育拡大期 に 強 ま り， 停滞期 に 弱 象る こ とを明 らか

に した 。 豪た ， 1990年代の 動向 に つ い て は ， 兵庫 県の 高校生調査 を も とに ，
と りわ

け女子 に お い て 経済的理 由か ら進学 を断念す る生徒が増加 して い る こ とを摺摘 し て

い る 。 す なわ ち ， 男子で は 翕分の 成績か ら進学 をあ き らめ る者が 多い の に 対 して
，

女子で は家庭の 経済状況 か ら進学 を断念す る者が増 え て い る とい う （尾 嶋　2001，

pp ．44−45）。 した が っ て ，
バ ヅル 経済崩壊後 の長引 く不況期に は ， と くに女苧 に お い

て家庭の経済状況の 影響が 増大 し
， 教育ア ス ピ V 一

シ ョ ン を冷却す る働 きを して い

た可能性が あ る 。

　第三 に ， 家族の 経済的 ・人 ：ri的資源が 教育達成 に及 ぼす影響 を検討す る上で は
，

家計水準 とな ら ん で 無視しえ な い 要因が ある 。 そ れ は ， き ょ うだ い 構成 一き ょ うだ

い 数 ， 性別構成 ， 出生 順位一が 進学行勸 に お よ ぼ す影響で あ る 。
こ う した き ょ うだ

い へ の 注 瞋は ， すで に 地位達成研究 の 古典 と もい え る ブラ ウ とダ ン カ ン （Blau　and

DUiican　1967
，
　pp．3艇 一306）に よ っ て もな さ れ て きた が ， 日摩 に お い て は ， 近藤 （1996）

が 1985年 SSM 調査 デ ータの 分析か ら，   少子 化の すすん だ若い コ
ーホ ー 1・ほ ど， き

ょ うだ い 規模が教育達成 を制約す る，   きょ うだ い 規模を統制す れ ば ， 出生順位 に

よ る教育達成の 差異 は それ ほ ど大 き くな い
，   た だ し， 女子 の 高等教育進学で は 出

生順位が上 の 方が膚利 に な る ，   近年の 高学歴化 が家計負担 を もた ら し， す べ て の

き ょ うだ い を平等 に級 えない た め ， 若い 世代 に こ れ まで に な い 出飽頌位差が 鵬現 し

始 めた ，
こ とを明 らか に して い る。

こ の うち ，  の点 に つ い て は ， NFRJ98 と NFRJO3

の データ を分析 した 平沢 （2004， 2007） も再確認 して い る 。 すなわ ち ， き ょ うだ い

数 は ， 父学歴 ・父職の 影響 を統制 して も教育達成 に負 の効果 を もち ，
こ の負の 効果

は少子化 のすす ん だ若 い コ ーホ ー トほ ど大き い 可能性が ある 。
こ れ ら はい わ ゆ る「家
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族資源稀釈仮説」 （Blake　1989
，
　pp．55

−65） を裏付 ける 結果で ある 。

　さ らに 仙台圏の 高校生 の 調査か らは ， 90年代 に 入 っ て性別 に よ っ て 教育資源 を き

ょ うだ い 問で 傾斜 的に 配分す る傾 向が 現れ は じめ た こ とが 明 らか に な っ た （片瀬

2005
， pp ，99−112）。 す なわ ち ， 男子で は き ょ うだ い 数 ・出生順位 に よ る教育期待の

格差 は縮小 した が ， 女子 で は拡大 す る傾向が み られた 。 また ， 1990年代末 に ， 女子

に お い て の み 経済的要因を表す母親階層帰属意識 が ， 教育 投資 に対 して 影響す る傾

向が み い だ され て い る 。 この こ とか ら， 現代 の 「教育す る家族」（広 田　1999） は，

長引 く不況 と高学歴化 に伴 う教育費の 高騰 の もと
， 性別に よ っ て 教育資源を傾斜的

に配分する と い う形で 教育戦略 を再編 しは じめて い る と推測 され る。 こ の 点 に関 し

て は， 平尾 （2006）が NFRJO3 デー タか ら， 性別 聞格差 を中心 に 分析 を行 っ て い

る 。 そ れ に よ る と
， き ょ うだ い 数が多い 家族に 生 まれ る と ， 教育達成 （高等教育 へ

の 進学）に 関して 女 性 は男性 よ りも大 きな負の 影響 を うけ る もの の ， 父学歴が 高 い

場合 に は ， 女性で あ るこ との ハ ン デ ィ が若 干 ， 緩和 され る とい う 。
こ の こ と は ，

い

わ ゆ る 「選択 的投資仮説」（Becker　l981）が 成立 す る可能性 を示 唆 して い る
〔2）

。

　 この よ うに
， 少子 化 （18歳人 口 の 減 少） と呼 ばれ る事態 が進 行す る

一
方で ， き ょ

うだ い 数な どが 教育達成 に微妙 な影 響力 を もつ に 至 っ て い る 。
こ の 背景 に は ， 少子

化 に よ る高学歴化の 進行な らび に 「ゆ と り教育」 を背景 と した教育の 市場化の も と

で ， 学校外教育投資 も含め た教育費 の 高騰 が 家計 を圧 迫 し ， 親が 子 ど もに対す る教

育戦略 を再編 しは じめた こ とが推測 され る 。 そ こ で ， 本稿 で は まず ， 2005年 SSM 調

査 デ
ー

タ を も と に
， き ょ うだ い 数が学校外教育経験や 教育達成 に どの よ うに影響す

る か 性差 も考慮 しつ つ コ ーホ ー ト別 に分析す る 。 次に ， 学齢期 の 子 どもを もつ 親 自

身の 学校外教育経験 もふ まえて ， 現在の 「教育す る家族」が どの よ うな教育投資行

動 を と っ て い る の か 検討を加 える 。

2
．　 きょ うだ い 数 と学校外教育経験

　 まず ，
2005年 SSM 調査データ を も とに ， 本人 の き ょ うだ い 数 と学校外教育経験 と

の 関連 を性別 ・コ ーホ ー トも考慮 しなが ら検討 しよ う 。 出生 コ
ー

ホ
ー

トに つ い て は ，

尾 嶋 （2002） に倣 っ て ， 以 下の 4 つ の 出生 コ
ー

ホ
ー

トに わ け る 。 す な わ ち ，   戦前

コ
ー

ホ ー ト （1935
−1945年出生），   戦後第

一
コ

ー
ホ

ー
ト （1946−1960年出生），   戦

後第ニ コ ー ホ ー 1・ （1961−1970年出生），   戦後第三 コ
ーホ ー ト （1971−1985年出生 ）

で ある 。 この うち  戦後第
一

コ ーホー トに は団塊の 世代が含 まれ ， 1960年代 の高等

教育拡大政策 に と もな っ て 大学進学率を上 昇 さ せ た世代 に あた る 。 ま た   戦後第二
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繁
一ポ ー トは ， 大学定員掴翻策に よ っ て大学進学率が 停滞して い た賻期 に進学期 を

迎 えて い る。 さ らに   戦後第三 コ ーホ ー トに は団塊 ジ u．　 ： ア 世代が含まれ ， 1990年

代の 臨瞬定員増や大学 ・ 学部新設 を觜爆に 大学進学率の上昇 を経験して い る。

　図 1 は ， 各 コ
ーホー トごとに塾 ・

予備校 ， 家廡教師 ， 通信添削 とい っ た掌校外教

育 の い ずれ か を小寧学校聴代に経験 した比 率を翼女S9　・きょ うだ い 数黙 こ承 した も

の で ある 。

　 こ の 図か ら コ
ーホー トごとに き ょ うだい 数 と掌校外教萄経験 との関連 をみ てい く

と， まず男性の 場合 ， 戦萌 コ
ーホ ー トで は学校外教育経験者は ， き ょ うだ い 数に 関

わ りな く 3 割以下で ある が ， 大学進学率が 第
一

の 上昇期 を迎 えた戦後第
一

コ
ー ホ ー

トで は ，

一
人 っ 子 と二 人 き ょ うだ い で 5割近 くに上昇 し ， き ょ うだい 数 に よ る格差

も次第 に明確 に な ・
：）て くる。 さ らに戦後第ニ コ

ーホー トで は ，

一
入 っ 子 か ら 3入 き

s うだ い で は学校外教育の 経験者は 6割を超え，
こ の 蒔期か ら学校外教育投資が 大

衆化 した こ とが わ か る 。
こ れ に対 して ， 第三 コ

ーホ ー トで は ，

一人 っ 子 の 学校外教

育経験考が 2 人 き ょ うだ い よ りも少 な く， き ょ うだい 数 と学校外教育経験 と二の 関係

が
， 戦後第二

， 第蕊 コ
ーホ … 掃 まど ジニ ア で は な くな っ て くる 。

　次 に女性 に つ い て も ， 男性 と同様 ， 新 しい r−・一ポ ー トに な るほ ど学校外教育の 経

験者が増 えて い くが ， きょ うだ い 数 との灘 系は 胃
一

ボ
ー トに よ っ て

一
様で は ない

。

ただ し ，

一
人 っ 子 は どの コ

ーホ ー トで も少数な の で ， これ を除外 して 考 える と ， ど

の コ
ーホ ー トで もき ょ うだ い 数が多 くなる ほ ど ， 学校外數育経験 者が減少す る とい

う傾向 は
一・

貫 して み られ る 。

　で は ， 筴際に き ょ うだ い 数 は ， 他の 羈性的変数を統制 して も， 塾や予 備校な どの
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甕 1　 学校外教育経験 の有 無 を従属 変数 とす る ロ ジス テ ィ ッ ク回 帰分析

男　性

Pt
女 ガ

出生 コ ーホート B 　　　 Exp 〈B） Exp （B）

戦前 コ ーホート　　 母教育年数　　　　　　　 0．27Ci” ＊

　　 1．313　　 0．244 辮

　　1．277

（1935〜45年生 まれ ） 15歳時暮 ら し向 き　　　　 0．207　　　 1．230　　 0．398＊　　 1．489
　 　 　 　 　 　 　 　 き ょ う だい 数 　 　 　 　 　 　一9．183　 　 　 e．833　 　 − O．182＊

　 　 C、834

一2LL （Cox ＆ Snell　R2）　 197．798
N 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　 　281

（0．072）　　　254，211
　 　 　 　 　 　 323

〔0，082）

戦緩第
一

コ
ー

ホ
ー

ト　母教育年数

（1946〜60年生まれ） 15歳時暮ξ） し向 き

　 　 　 　 　 　 　 　 き ょ うだい 数

o．15？纏

0．441う料

一
〇．319串 ＊

1．17（｝　　　 0．12？＊ ＊

　　　 1、135
1．562　　　　　0．393＊ ＊

　　　　 1．481

0，727　　　　− 0．170＊

　　　　　　O．844

一・2廴L （Cox ＆ Snell　R2）　 396．991

N 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　353

（｛）．117）　　530．Z28　　　　　　（0．079）
　 　 　 　 　 444

戦 後 as−r．コ ーホート　 母 教 育 年数

．（1961
〜7C年生 まれll5 歳時暮 ら し向き

　　　 　　　　　 き ょ うだ い 数

0．166so
．921

・一・（｝．7曇2納

1，181　　　　　0，200＊

　　　　　1．221

1，021　　　　　｛｝，962＊ ＊ ＊

　　　 2曽617
Ci．婆71　　　 −

（〉．324　　　　　　0．723

一2LL （COK ＆ Snell　R2）　 213．537
N 　　　　　　　　　　　　　　　181

（O．D94）　　　269．898
　 　 　 　 　 231

（O．ユ64）

戦後 第 珊 コ ーポ・一ト　 畧 教膏 年数　　　　　　　　9．301’＊

〈1971〜 85年生 まれ） 15歳 時 暮 ら し向 き　　　　一D、051
　 　 　 　 　 　 　 　 き ょ うだ い 数 　 　 　 　 　

一
〇．44べ

1，352　　　　 ｛》，398写輿　　　1．塵89

  マ950　　　　　0．442　　　　　　　1，556

D，642　　　　− 0．520半

　　　　　　0．594

一2LL （Cox ＆ Snell　R2）　 232．668
N　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　2eo

〈o曾093）　　283．892
　 　 　 　 　 　 291

（C．127＞

＊ 寧 ＊

p＜ ．C〕Ol，　
’ Sp

く 、Ol，　
卓

p 〈 』5

利用 と い っ た学校轍 育経験 を制約す る の だ ろうか 。 また ， その 制約の 仕方は コ ー

ホ ー トや性別 に よっ て 異な る もの だ ろ うか 。
この こ とを確認 す るた めに ， 小 中学校

時代 の 学校外教育経験 の 脊無を従属変数 と して ， 魅別 ・ コ
ー ホ ー ト響彗に ロ ジス テ ィ

ッ ク 回帰分析を行 っ た 。 そ して ， 母学歴 （教育年数） と 15歳時の 暮 らし向きを統制

した うえで ， き ょ うだ い 数が学校外教育経験 に影響 を与えて い るか分析 した
（31
。そ の

結果 は衰 1 に 示 した 。

　 まず男性 に つ い て ， 母教育年数 の影響 をみ る と， どの コ ーホ ー トに お い て も学校

外教育経験 に有意な正 の 影響 を及 ぼ して お り， 母親の学歴が 高い ほ ど，

一貫 して 教

育投資が なさ れ て い る こ とが わ か る 。 次 に 15歳時暮 らし向きの影響 は ， 第一
の教育

拡大期 を経験 した戦後第
一

コ ーホ ー トの み で 有意 で あ り，
こ の時期 ， まず経済的に

豊か な階層か ら学校外教育投資が は じま っ た可能性が示 唆 され る 。
これ に対 して ，

それ以降の 戦後 コ
ー ホー トで は学校外教育経験が大衆化 して お り， 少な くとも男子

に関 して は ， 経済階層に か か わ りな く子 どもへ の 教育投資が な され る よ うに な っ た

とみ る こ とがで きる 。
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　次 に
，

き ょ うだ い 数の 影響 をみ る と， 全体 として 学校外教育 の利 用率の 低か っ た

戦前 コ ーホ ー トで は，
き ょ うだい 数 は学校外教育利用 に窟意な影響 を及 ぼ して い な

い
。

これ に対 して ， 戦後 の コ ーホ ー トに な る と ，
い ずれ もき ょ うだ い 数が脊意な負

の 効果を もっ て お り，
き ょ うだ い 数 が多 い ほ ど学校外教育利用率が低 くな る 。 した

が っ て ， き ょ うだ い 数が 学校外教育経験 を劇約 しは ◎めた の は ， き ょ うだい 数が顕

著 に減少する と同畴に教育拡大や学校外教育経験の 大衆化が進行 した戦後第一 コ ー

ホ ー ト以降の こ とで ある と誉える 。
こ の 時期か ら， 学校外教育設資に 弓§して は ， き

ょ うだい 数に 応 じて 家族 資源が希釈 され る傾 向が明 瞭 に現れて きた と言えるだ ろ う。

　他方 ， 女性 の 学校外教育利罵の規定躍 に つ い て み る と
， 男牲 と圓様 ， 母數育年数

は どの コ ーホ ー
トで も有意な正 の 効果を もち ， 母親の 学歴が高い こ 昌 ま女 子へ の 教

育投資を促進 して い る。 これ に対 して
，
15歳畴暮 らし向 鬆の効 果 は ， 男子 で は戦後

第ニ コ ーホー ト以 降， 消滅 して い たが ， 女子 で は 戦後簗ニ コ ー ホ ー トで も残存 して

い る 。 経済階層に 関わ りな く女子 に 教育投資が な され る ように な る の は ， 第二 の教

育拡大期 を遅 えた戦後第三 コ
ーホ ー トに な っ て か らで ある 。 この 点で は ， 戦後第ニ

コ
ー

ホ
ー

トが進学期 を迎 えて い た 198 年代 は， 男女間で 教育投資が 傾斜的に配分 さ

れ ， 選択約な教育投資が 行われ て い 疫可能性が あ る 。 他方 ， き s うだ い 数に っ い て

みれ ば
， 戦前 コ

ーホー トお よび戦後第
一

コ ーホ ー トに つ い て は有意 な負の効果が み

られ るが ， 戦後第瓢 コ
ーホー トで は勘の 効果が 有意で はな くな る t， と こ ろが ， き ょ

うだ い 数の 負の 効果 は ， 戦後第三 コ ーホ ー トに お い て 再 び有意 に な り，
こ の 蒔期 ，

女子 に お い て もき ょ うだ い 数が 多い 蕎ほ ど学校外教育 を利用で き なか っ た傾向が う

か が われ る 。

3 ．　学校 外教 育経験 と教育達成

　次 に ， 小中学校時に お ける学校界教育経験 が
， 実際の教育達成 に どの よ うな影響

を及ぼ した の か 検討を行 うt，1995年 SSM 調1　 ・T
“一タ で 学校外教育投資 と教育達成

の 関係 を分析 した 本 田 く沖津） （1998） に よ る と
，
19騒 年以前 の 出生 コ ・一一ポ ー トで

は，出身階層が 高 い 者 ほ ど掌校外教育を利用 1、 ，
そ れ に よっ て 教育年数 を高 めて い

た 。
こ れ に対 して ，

1％ 5年以降の 出生 コ
ー

ホ
・一　5で は ， 鷯身贈層が 学校外教育投 資

に及 ぼす影響 は薄 まる と ともに ， 教育年数に対す る学校外教育投資の 効果は弱 くな

っ て い た 。 これ は こ の コ ー承一 トで は学校外教育投資が 階層 をこ えて 大衆化 した た

め ， それ が教育年数に 明確な差異 をうまな くな っ た た め で ある
，

と い う 。 しか し ，

塾な どの 利用 と中学 3 年畴の成績 との関連 は強ま っ て お り， 学校外教育投資は 「学
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力」を向上 させ る こ とで 教育達成 を高 め る と い う 「メ リ トク ラ シ ーの 増幅効果」 を

もっ て い る，
と い う。 また ， 片岡 （2001）も同じ く1995年 SSM 調査の 分析か ら， 家

族の 教育戦略の効果に お ける ジ ェ ン ダー
差 を検討 し， 学校外教育投資は もっ ぱ ら男

性に と っ て 有効 な教育戦略 に な っ て い るが ， それ が有効 だ っ た の は まだ塾や予備校

の 利用者が 少なか っ た コ
ー

ホ ー ト （1946−1960年 出生 コ ーホ ー ト）までで あ り ， そ の

意味で 「抜 け駆 け」効果 を もつ もの で あ っ た として い る 。 そ こで ， 今回 も中学 3年

時成績や教育年数 に対す る学校外教育経験 の影 響 を男女別 ・ コ
ーホ ー ト別 に行 う 。

　表 2 に は男女別 に ， 中学 3年時成績を母親教育年数 ・15歳時暮 ら し向きお よび き

ょ うだ い 数 と学校外教育経験 （ダ ミ
ー

変数）で 説明 した モ デル と ， 最終学歴 （教育

年数）
（4）

を上記要因に 中学 3年時成績 を加 えて 説明 した モ デ ル の 分析結果 を示 した 。

　まず 戦前 コ
ー

ホ
ー トか らみ る と， 男女 と も中学 3 年時成績 に は 学校外教育経験 や

き ょ うだい 数 は効果 をもっ て お らず， 母教育年数 と 15歳時暮 らし向きの み が 有意 な

正 の 効果 を も っ て い る 。 また ， 教育年数 に つ い て も ， 母親教育年数の 効果が男女 と

も中学 3年時成績 を上 回る影響 を もっ て い る 。 母親学歴 を出身家族の 文化 的水準 を

示 す もの とみ な す な らば ，
こ の コ ー

ホ
ー

トに お け る上 級学校 へ の 進学は ， 中学校時

の 成績 とい っ た メ リ トク ラテ ィ ッ クな要因以上 に ， 家族の 文化的要因に左右 され て

い た とみ る こ とが で き る 。 こ の コ
ー

ホ ー トで は ， 男性 の 場合 は き ょ うだい 数が教育

年数 に 負の 効果 を もち ， きょ うだ い 数 が多い ほ ど教育達成が制約 され て い た 。 また ，

女 性で は 15歳時暮 ら し向きが正 の 効果 を もち ， こ の 時期の 女性の 教育達成に と っ て

は家計 の豊 か さ とい う出身階層の 経済資本 も関与 して い た 可能性が ある 。 さ ら に ，

男女 と も学校外教育経験 も教育年数 に対 して は有意な効果 をもっ て い た 。 こ の 学校

外教育経験 の効果 は ， 女性 の場合 ， その 後の 戦後第
一 ・第ニ コ ーホ ー トで はみ られ

な い の で ，

一
種 の 「抜 け駆 け効果」 とみ なす こ と もで き よう。

　 これ に対 して ， 第
一

の 教育拡大 を経験 した 戦後第
一

コ ーホ ー トに な る と ， 男女 と

も教育年数に対 して 中学 3 年時の 成績 が もつ 効果 が ， 母学歴 や 15歳時暮 ら し向き と

い っ た 出身階層の 効果 を上 回る よ うに な る 。 この 点で ， 教育達成 に対す るメ リ トク

ラ テ ィ ッ ク な要因の効果が確立 さ れ る の もこ の コ ーホ ー トか らで あ る 。 さ らに 男子

に お い て は ， 学校外教育経験が教育年数 だ けで な く中学 3 年時成績に 対 し て も効果

を及 ぼ す ように な る 。 すなわ ち ， 男性 に お い て は学校外教育経験が 中学 3 年時の成

績 を上 昇 さ せ ， そ れが最終的な教育達成 を促進す る と い う 「メ リ トク ラ シー
の 増幅

効果」が現れ は じめた の も
，

この 第
一

の 教育拡大期で あ っ た と考えられ る
。

た だ し
，

その
一

方で ， この コ ーホ ー トの 男性で も ， き ょ うだ い 数が 教育達成 に 負の 効果 を も

49

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

表 2　 中 3成績 ・ 教育年数を従属変数 とす る璽回帰分析　（数値 は標準偏回帰係数）

男　性 女　性

中 3成績　　教育
』
年数　　中 3成績　　教青年数

戦前 コ
・一ホ

ー
ト　　 母教育年数　　　　　　  ．140“

　　 O．37Y “

　　O．259＊ ＊ s

　 O．370“ 料

（1935〜45年生 まれ）　15歳時暮 ら し向 き　　　  ．1呂7林

　　 0．033　　　 0．165s ＊

　　 O．191＊ ＊ t

　　　　　　　　　き 3： うだ い 数 　　　　 一 ．049　　
− O．14’ie°　　0． 00 　　

− 9．029

　　　　　　　　 学校外教育経験 ダ ミー　　0．091　　　 0．109，

　　 0． 44　　　 0．135’

　　　　　　　　 中 3成績　　　　　　　　　　　　　 0．30轡 ＊

　　　　　　　 O．188＊ ＊ ’

調整済R2

N

0．G75＊ 辱 毒

　　　0．3§0零 寧 ホ

　　　0．IO4“＊ホ　　　G，333 ＊ ＊ 写

　 276　　　　　　　276　　　　　　　319　　　　　　　319

戦後第
一

コ
ーホート　母教育年数　　　　　　　O．246＊ ＊ ＊

　　0、2n ＊ s ＊

　　O．206寧 ． i

　　O．248“’s

（1946−v69年生 まれ ＞　 15歳聴暮 ら し向 き　　　 G．§86　　　 拿．088w　　 ｛｝．109串　　 0、2／8“’

　 　　 　　 　　　 　き ょ う だ い 数 　　　　
一

（｝．039 　　
− 《｝，158纏 塾

　
一一

｛｝．（践三　 　
一

〇．99｛）

　 　　 　　 　　　 学校外教育経験 ダ ミー
　　O．143＊ ＊

　　   ．118”

　　 0．026　　　   、042

　　　　　　　　　中 3 成績 　　 　　 　　 　　 　　 　  ．411
’“＊

　 　　 　　 　 0，314柳 ＊

調整済 R2
N

O．125林 準

　　　｛｝，436’＊＊　　　（｝，｛協？
＊＊ ＊

　　　（｝、352率 紡

　352　　　　　　　352　　　　　　　439　　　　　　　438

戦後第ニ コ ーホ ート　母教育年数　　　　　　　0．234s
＊

　　 O．106　　　 0． 87　　　 0．250＊＊＊

（1961〜70年生 まれ ）　15歳陦暮 ら し捧！き　　　　O．097　　　   ．193　　　 0．07G　　　 O．101

　　 　　 　　 　　 　き ょ うだ い 数 　　　　　
一

｛｝，｛〕2G　　
一  ．086　　

一
 ，068 　　

− 9．  27

　　 　　 　　 　　 学 校外教育経験 ダ ミ t・−　 0．023　　　 0．148串

　　 0．013　　　 0．000

　　　　　　　　 中 3 成績 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 O．541 ， ＊ i
　 　 　 　 　 O．463” ＊

調整済 盆2

N

0嘱056串 ＊

　　　　O．408孝 ＊ ＊

　　　9． 0嘆！崖．s．　　 0．316串 串 ホ

　181　　　　　　　181　　　　　　　229　　　　　　　229

戦後第戴．コ ーホート　母 教育年数

（圭971〜85年生 まれ 〉　玉5歳時暮 ら し壷」き

　 　　 　　 　　　 　き よ うだ い 数

　 　　 　　 　　　 学校外教育経験 ダ ミ・一

　 　　 　　 　　　 　中 3成績

　　 0．189零

　　　　　0．282串 ＊ ホ

　　　0．159＊

　　　　　0．214
＊ ＊ ＊

　 　 0．〔｝G7　　　　　　6、｛｝86　　　　　　0．143
累
　　　　　O．Gξ｝9

　　 0．OIO　　　　　− 0．12｛｝零

　　　　
一G．029　　　　　− G．089

−　　　Q，214＊ ＊

　　　　0．149＊

　　　
− 0、028　　　　　0、126岸

　　　 　　 　　   ，357串 ＊ ＊

　　　　　　　　　　0，365半 宰 宰

調整済 鼠 z

N

（｝．奪83” s
　　 O．373＊ ti

　　 O，04  林

　　　　0．274＊＊ 4

196　 　 196 　 　
290

　 　
290

’“＊
pく ．OO1，　掌 喰

pく ．01，　
’

p＜ ．05

つ
一

方で ， 男女 とも15歳時暮 らし向 きが正 の 効果 を もつ とい う出身階層 の制約 は 持

続 して い る 。

　他方 ， 大学 ・ 短 大進学率が 停滞 した 戦後第ニ コ
ー

ホ
ー トで は ， 学校外教育経験の

効果 は 男女 と も中学 3年時成績に っ い て は消滅す る 。 た だ し ， 男性の 教育薙数に つ

い て は ， 依然 と して 有意な効果をも っ て い る 。 これ に対して ， 第二 の 教育拡大期 に

進学時期 を迎 えた戦後第三 コ… ポ ー トで は ， 男性の 中学 3年時成績お よび教育年数 ，

女姓 の教育年数 に対す る学校外教育経験の効 果が 再 び現れ て くる 。 と くに男牲の 中

学 3 年時成績 に関して は
， 小中学校時代 の学校外教育経験が もっ と も大 きな規定因

とな っ て い る 。 そ して ，
こ の 中学 3 年時成績が教育年数 を規定す る度合 い が最 も強
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い の で ， 学校外教育経験が教育達成 に及 ぼす影響は こ の コ ーホ ー トで 強化さ れ て い

る とみ る こ とが で き る 。 実際 ， 男性に つ い て学校外教育経験 が 教育年数 に 及ぼす直

接効果 と
， 中学 3年時成績を経由して影 響 を及 ぼす間接効果 を合わせ た総効果 を 4

つ の コ ーホ ー ト別に 計算す る と ， 0．136→ 0．176→ O．161→ 0．226となる 。 すなわ ち ，

学校外教 育経験が教育達成 に及ぼ す効果 は
， 教育拡大期 に 進学時期 を迎 えた コ ーホ

ー トで 高 い こ とに加 え， と くに戦後第三 コ ーホ ー トに お い て増大 して い る こ とが わ

か る。 した が っ て
， 男性に 関して は ， 学校外教育投資は 「抜 け駆 け効果」 を もつ と

言 うよ り，
それ が大衆化 した時期で も， 大学進学率の上 昇期 （戦後第

一
・ 第三 コ

ー

ホ ー ト） に は教育達成を直接高め る と同時 に ， 中学 3年時成績 を経 由して 間接的 に

も教育達成を促進す る 「メ リ トク ラ シ ー増幅効果」 （本 田 （沖津）1998）を もつ と い

え よう 。

4
， 親 の 学校外教 育経験 と子 ど もへ の 教 育投資意 向 ・投 資行動

　最後 に
，

こ うし た 本人 の 学校外教育経験が ， 自分 の子 ど もに 対す る教育投資 に対

す る意識や行動 に どん な影響を及ぼ して い るか検討 して み よ う。 こ こ で は ， 分析 目

的にあわせ て2005年 SSM 調査 B 票 の うち小学校か ら高校 まで の 学齢期 の子 ど もを

もつ 親647名 （男性293名 ， 女性354名）の 教育投資に 関する意識や行動 を分析す る 。

こ の 親 の 出生年の 分布を見 る と44％が戦後第
一

コ
ー

ホ
ー

トに ， また 43％が戦後第ニ

コ ーホ ー トに属す る 。 そ して ， 男性 （父親）の 45％ ， 女性 （母親）の 50％が小 中学

校時に塾 や 家庭教師 ・ 通信添 削 と い っ た 学校外教育 を経験 して い る 。
い わ ば教育投

資が 大衆化 し つ つ あ っ た コ
ーホー トが現在の 子 ど もの親世代 とな っ て い る の で ある 。

また 高等教育経験者 も男性で は 34％ ， 女性で も26％に の ぼ る 。 こ うした 「成熟学歴

社会」（吉川　 2006）に お い て は ， 親 自身の学校外教育経験 は子 ど もへ の教育投資意

向や 実際の投資行動 に どの よ うな影響 を及 ぼ して い る の だ ろ うか 。

　 まず図 2 に は父親 ・母親の 教育投資意 向を学歴別 ・学校外教育投資経験別 に示 し

た
 

。
こ の 図か らは ， 学歴 に か か わ らず ， 自身が学校外教育 を経験 した者で は

， 経験

の な い 者 よ りも子 どもへ の 投資意向が強い
。 と くに男性 （父親）の 高等学歴層で そ

の 差が 大 きい
。 他方で 女 性 （母親）学校外教育経験者 は ，

い ずれの 学歴で も過半数

の 者が子 ど もへ の 投資意向を もっ て お り， 学歴差 はあ ま りみ られな い 。

　で は ， 親自身の 教育投資経験 は ， 他の 要因 を統制 して も子 どもへ の 学校外教育 へ

の 投資意 向に影響 する の だ ろ うか 。 表 3 は ， 都鄙度 ， 本人性別 （女性 ＝ 0）， 本人 教

育年数 ， 世帯年収 を統制 した 上 で ， 親 自身の 学校外教育経験 ダ ミー と学齢期 子 ど も
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■ 学校外教 育投資経験あ り

轗 学校外教育投資経験 なし

初等中等学歴　　高等学歴　　初等中等学歴　　高等学歴

　 　　男性 （父 親）　　　　　　　　 女性 （母 親 ）

　　図 2　学歴 劉 ・ 掌校外教育経 験別 こみ た子 ど もへ の 投 資意向
 

表 3 　茅 ど も へ の 学校外投資意 向 を

　　　從 属 変 数 と す る 重 図 囁 分 析

　　　（標準化偏 回帰係 数）

都鄒度

男性 ダ ミー

本入 教膏年数

世帯収入

学校外教育経験 ダ ミー

学齢期 予 ど も数

一
〇．085

− o．025
  ．oo3

　 D．071

　 D．223＊事寧

一
〇−199＊窄＊

裘 4　 学校外教育投資 月額 を従属 変数 と

　　　す る トー ビ ッ ト分析 （偏靉帰回 数）

都 即 度

男性ダ ミ
ー

本人 教育年数

世帯収入

掌校外教育経験ダ ミ
ー

掌齢期子 ど も数

掌校外教育投資意向

調整 済R2
N

Oro92率， ＊

　 315

1765．273305

．331

11｛｝1．568
　 13．589ネ 彫

302．610
1562．092
8586．2婆8纏 ＊

定数

＊＊ ＊

P 〈   ．0◎1

一34878．99零＊ 串

擬似 R2

対数尤度

N

　 　 0．01Q5
・−2886．256
　 303

＊ ＊ lp
くO．001，　

林

p く 0．01

数が子 ど もへ の 教育投資意向に影響 して い る か 重 回帰分析を行 っ た結果 を示 して い

る 。
こ の 表か ら翼て

， 子 どもへ の 教育投資意両 に有意な影響 を及ぼ して い るの は，

親 自身の 学校外教育経験 と学齢期子 ど も数だ けで あ る 。 つ ま り ， 親 自身 に小 中学校

時に 学校外教育経験が あるほ ど ， 子 ど もへ の 投資意向 は強 くな る 。 その
一方で

， 学

齢期の 子 ども数 （子 ど もか らみ れ ば ， 学齢期 き ょ うだい 数）の 多 さは ， 親 の教育投

資意向 を制約 して い る 。
これ に 対 して ， 都鄙度や本人 教育年数 ・世帯収入が 有意 な

影響 を及 ぼ して い な い こ とか らす る と ， 少な くと も子 どもへ の 教育投資の 意向に 関

して は ， 地域や 階層に 関わ りな く「教育す る家族」 （広 田　1999）が 広範 に成立 して

き た と い え るだ ろ う 。

　そ こで 次に ， 親の 学校外教育経験 は ， 実際 に子 ど もに 対する教育投資行勳 に も影

響 を も っ て い る か どうか を検討 す る 。
こ こ で は表 3の分析で 用い た 6 つ の変数 に学
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校外教育投資意向を加 えて ， 子 ど もへ の 学校外教育投資の 月額 の 規定因に つ い て ト

ー ビ ッ ト分析
 
を行 っ た 。 その 結果 （表 4 ）に よれ ば ， 学校外教育投資額に は教育投

資意向 と世帯収入 の み が 有意 な効果 を もち ， 投資意 向が強 く世帯収入 の 多い 親 ほ ど

子 ど もに よ り多い 教育投資をして い る こ とが わか る
。 教育投資意向に 関 して は世帯

収入 が効果 を もた なか っ た こ とか ら， 意識面 で は経済階層 を越 えた 「教育す る家族」

の 広範化 を指摘 したが ， 実際の 投資額 に は世帯収入 が依然 として制約条件 とな っ て

い る 。 他方 ， 親 の学校外教育経験 は実際の投資額 に は有意 な影響 を及 ぼ して い ない
。

しか し， 教育投資意 向が投資額 に 効果 を もち
，

こ の 投資意向が親 自身の 学校外教育

経験 に よ っ て規定 され てい る こ とか らみて ，親 の 学校外教育経験 は投資意向 とい う

意識 を経由して 実際の 投資行動に 影響 して い る可能性 は指摘で き よ う。

5 ．　 む すび

　今回 の 分析か ら は ， 学 校外 教育投資が 大衆化 し ， 少子 化 に よ っ て 高等教育進学率

が 再び上 昇した 戦後第三 コ ーホ ー トに お い て も， 依然 と して 学校外教育経験 は間接

的 ・直接的に教育達成を規定す る度合い を増大 させ ，「メ リ トク ラ シーの 増幅効果」

（本 田 （沖津）1998）が み られ る こ とが 明 らか に な っ た 。 そ して
， 教育 の市場化 に よ

っ て 高騰す る教育費負担の も と
， 依然 と して き ょ うだ い 数に 応 じて 教育投資が希釈

され て い る可能性 も示 唆で きた。 さ らに
， 親 自身 の 学校外教育経験 は子 どもへ の 教

育投資意向に影響 し ， 世帯収入 の 制約を うけ つ つ も， 子 ど もへ の 投資行動 を促進 す

る傾向もみ られ た 。

　耳塚 （2007） に よれ ば ， 通 塾や私学へ の進学が 可能な大都市近郊 に お い て は ， 小

学校 6年生 の数学 の成績 に も っ とも影 響 を及 ぼ してい るの は ， 親の教育期待 と家計

所得に 支え られ た学校外教育投資 （受験塾 の 利用）で あ っ た
。

こ の こ と か ら耳塚

（2007）は ， 教 育の 市場 化 の も とで は ， 教育選抜が 「メ リ トクラ シ ー」か ら 「ペ ア レ

ン トクラ シ ー
」 （Brown 訳 書　2005

，
　 p．615）， す なわ ち親の 経済力 と教育期待 に よ

っ て教育達成が規定され る構造へ の 変容が み られ る と い う。 また
， 佐藤・吉田 （2007）

は ， SSM 調査 か ら擬似父親コ ーホ ー トを作成 し ， そ の 所得 の 推計 を行 っ た 上で ， 父

子間の所得移動か ら 日本社会 に 「貧困の 連鎖」 とで も呼ぶ べ き所得の 固定性が ある

か を検討した 。 その 結果 ， 所得移動表の 最上位層で 所得の世代間移動が もっ と も固

定的で あ り， 実際 に生 じて い るの は 「貧困 の連鎖」 で はな く 「富裕 の 連鎖」で ある

こ と， そ して そ の 背後 に あ る の は財の 直接的 な移転で はな く父所得一・本人 学歴→ 現

職 → 本人所得 とい う
一

連の 地位達成過程で あ る こ と を明 らか に した 。
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　今回の分析結果か らみ て も ， 親 の教育投資行動 （投資額） は ， 親 自身の 学校外教

育経験 に影響 され た投資意向 と世帯収入 に よ っ て 左 右 され て い た 。 今園はデ ータの

制 約か ら子 どもの 教育達成 まで は分析で きなか っ た が
， 教育 の 市場化の もと ，

こ う

した親所得を背景 と した教育投資が 子 ど もの 教育達成 に重大 な影響 を もっ とした な

らば ， 教育 を通 じた階層再生産が 強化 さ れか ねな い 。 そ して ， そ の 背景 に は 日本 に

お け る教育費の 公財政支 出の低 さ も関与 して お り，
この こ とは さ らに教育の 市場化

と結びつ い て
， 少畢化 と い う人 嬉 変勲 を もた らして い る とも考え られ る 。 筴際 ， 都

村 （2006）に よれ ば， 日本 は教育 へ の 公財政支出が低 い 水準 に あ るた め に教育費が

家計の 支出に依存す る構造が あ り， と くに 1980年 か ら9 年に か けて は 公財政支 出教

育費の GNP 比 は大幅に減少し家計 へ の 依存を強め つ つ ある
，

と い う 。 加 えて ， 1980

年代半 ばか ら学校教育 へ の不 信感 の増大 を背禦 に
， 塾 ・家庭教師な どの 学校外教育

投資に 期待す る家族が増 え たた め に家計 の教 脊費 負担が 増大 し， 「子 ど もを もっ と い

う選択が リ ス クに な っ て い る」 （都村 　2006
， p．　65）と い う。 そ の 意味 で は

， 公教育

の 財政基盤 の 充実 は長期的に み て 格差拡大の 抑止 に擁えて ， 有効な少子化対策 の 1

つ にな る こ とが 考 え られ る 。

〈付記〉

　本稿作成に あた っ て は ， 2005年 SSM 調査 研究会か らデー タ の提供を受け ま した 。

〈注 〉

（1） 山本 （2 ◎2） は ， 小学校入学以蔚の 子 どもが い る全 国の 母 親 を対 象 と した 「女

　性の 就労と子育て に 関す る調査」の 分析か ら， 「補助的教育費」 （学校外教育投資）

　が 多い 家族 ほ ど
，

予定子 ど も数が少 な く， 予定子 ど も数 と理想子 ど も数の差が大

　きい だ けで な く， 実際 に出生児数 も少 ない こ とを確認 して い る。 また ， 2005年に

　実施 され た 「第 13回出生動向基本調査」 （国立社会保障 ・人 口 問題研究所編　2007）

　に よる と ， 「理想 の 子 ども数 を もた な い 理 由」 （複数 回答） は 「子育 て や教育に お

　金が か か りす ぎ るか ら」が 65．9％ と他 を圧倒 して最頻値 とな っ て い る （こ の 回答

　は と くに 「理 想」が 3 〜 4人で ， 「予定」が 2 入 と い う夫婦で 多い ）。

（2） 2005年 SSM 調査 か ら き ょ うだ い と教 育 達 成 を 分析 した 結 果 （平 沢 ・片 瀬

　2008）か らは ， 男 き ょ うだい が い る とその 人数 に応 じて教育達成が下が る こ とや ，

　出生順位の 効果が コ ー ホー トや 性別 に よ っ て異 な る こ と も明 らか に な っ て い る
。

　また ， 同様に 中西 （2004） も ， 性別 ・出生順位の組 み合わせ か ら教育投資 の差異
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　を検討 し
， 第

一
子 （と くに男子）に は教育達成 に向けて の 経済的投資が 多 くな さ

　れ るの に対 して
， 第二 子 以 降女子 に は教養獲得が期待 され て い る こ とを指摘 して

　い る 。
こ の 点で も， き ょ うだ い 数 と い う家族間の 差異で だ けで な く， 出生順位や

　き ょ うだ い の 性別構成 とい う家族内の違い に注 目す る 「選択的投資仮説」 も検討

　に値す る と言 える。

（3） 独立変数 として 母 教育年数 を入 れた のは母親 の方が子 ど もの 教育 に 関与す る こ

　とが多 い と考 え られ るか らで あ る 。 15歳時暮 ら し向 き は ， 「豊か 」か ら 「貧 しい 」

　の 5段階の 回答 に それ ぞれ 5〜 1 点 を与えた 。 な お
， き ょ うだ い 数 は本人 を含 む

　数値 で ある 。

（4） 教育年数 の 算出に 当た っ て は ， まず通学経験 の あ る学校種別 か らもっ と も高 い

　学歴 （専門学校 も含む ） を判定 し ， その 学校を卒業してい る場合 に は，
この学歴

　を も とに教育年数 に 換算 した 。 た だ し， 中退 ・在学の 場合 は ， そ こか ら
一

律 に 1

　 を マ イ ナ ス した （た とえ ば大学 中退 ・ 在学者 の 教 育年 数 は 15 （＝ 16− 1＞で あ

　 る ）。 この 算出方法に つ い て は ， 平沢 ・ 片瀬 （2008）参照 の こ と 。

（5） 学校外投資意向 と は 「子 ど もに は学校教育の ほか に 家庭教師 を つ けた り， 塾 に

　通わせ た方が よ い 」 とい う問 に対す る回答で あ る 。 図 2 で は， こ の 間に 「そ う思

　 う」「どち らか と い えばそ う思 う」 と回答 した比 率 を示 した 。 また表 3 と表 4 で

　は ， 「そ う思 う」か ら 「そ う思わな い 」の 4段階の 回答 に 4 〜 1点 の得点 を割 り当

　 て た 。

  　教育投資額 は ， 「お 子 さ ん の 塾や予備校 ， お けい こ ご との費用 な ど， 学校以外の

　教育の た め に 毎月 ど の くらい 支出 して い ますか 。 す べ て の お子 さん に か か る費用

　 の 合計で お答 え くだ さ い 」 とい う問 へ の 回答 を用 い
， 選 択肢 の 中央値 を投資額 と

　 した 。 したが っ て ， こ こ に は親の 学校外教育 として 分析 した学習塾 ・予備校 ・家

　 庭教師 ・通信教育 の ほ か 「お けい こ ご と」 な ども含 まれ る。 また ，
こ こで トー ビ

　 ッ ト分析 を行 っ た の は ， 今回の 分 析対象 の うち 20％の 者が 「支出 して い ない 」 （支

　 出額 0 ） と答 え て い るか らで ある 。 なお ， 分析 は神林博史東北学院大学准教授 に

　 し て い た だ い た 。 記 して 感謝す る 。
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  2-1-1 Tenjinzawa, Izumi-ku, SeRdai, Miyagi, 981-3193 3apaH
                 E-mail: katase@izcc. tohoku-gakuin,  ac, jp

                                   MRASAWA,  Kazushi

           (Graduate School of Letters, Hokkaido  University)

Nishi 7 Kita 10jo, Kita-ku, Sapporo, Hokkaido,  e60-0810, Japan

                     E-ma#:  hirasawa@cme. hokudai. ac. jp

  In con$idering  the relation  between population change  and  educational  reform,

investment in extra-school  education  can  be a focal problem,  In the 1990s,

Japafiese educationa}  reforrn,  and  in particular cutbacks  in the school  curricg-

lum, increased the need  for investment in extra-school  education,  imposing a

considerable  burden on  heusehelds, Alse  in this period, the advancement  rate  to

higher education  increased but the recession  after  the 
"bubbie

 economy"  may

have  led to an  increased economic  gap  in educational  achievement.  Some

researchers  have pointed  out  that in spite  of  the declining birthrate in post-･war

Japan, the number  of  siblings  was  still a  restrictive  condition  of  educational

achievement  after  cogtrolling  ior social  origin.

  In this paper, we  first examined  the relationship  between the nurmber  of

siblings  and  educational  investment and  achievement,  using  2005 SSM  (Social

Stratification and  Mobility) survey  data. We  found that for nearly  all  cohorts,

both male  and  fexnale, the number  of  siblings  tended  to be associated  with  a

decrease in the experlence  rate  of  extra-schoel  education.  IPhe nurnber  of

siblings  had  a  negative  effect  on  investment in extra--school  education.  In spite

of  the  pepularization  ef  investment into extra-school  education  and  the declin-

ing birt.hrate, it seems  that this negative  effect  ef  number  of  siblings  on  educa-

tienal investment had  endured  in post-waf  Japait.
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  We  also  found that educational  investment had a  stronger  effect  on  educa-

tional achievement  for the youngest  cohort  (born 1971-1985) than  for previous

cohorts.  For  the youngest male  cohort,  in particular, experience  of  extra-school

education  had  a  strong  effect  on  academic  achievement  in junior high school,

which  in turn affected  educational  achievement.  In this respect,  it seems  that

investment to extra-school  education  has recently  come  to strengthen  the

"amplifying

 effect  of  meritocracy."

  We  then  investigated the determinants of  parents' intention to make  educa-

tional investment, and  investment per  month  to their children,  VSre found that

parents' experience  of  extra-school  education  had a major  influence on  their

intention to make  educational  investments into their children  after  controlling

for their educational  levels and  family income. However, educational  investment

per month  was  not  determined by parents' experience  of  extra-school  education,

but by family income  and  intention. We  thus  found  that parents' experience  of

extra-school  education  had  an  indirect influence on  investment into extra-

school  education  for their children  through intention to provide  educational

lnvestment,

  It has been  pointed  out  that especially  in metropolitan  areas,  academic

achievements  of  children  are  affected  by the level of  monthly  educatienal  invest-

ment,  which  based on  parent's educational  expectatio･n  and  family income. This

may  mean  that  under  the marketization  of  education,  it may  be that meritocracy

is being substituted  by "parentocracy,"
 i, e., a mechanisrns  uncler  which  parental

wealth  and  educatjonal  expectations  determine the educational  achievement  of

children.  It has also  been pointed  out  that Japanese public expenditures  on

education  are  low  by  international standards  and  that this has imposed  a  heavy

burclen on  households and  accelerated  the decline of  the birthrate. In order  to

reduce  both inequality in educational  achievement  and  declining birthrate,

increasing public expenditures  on  education  may  be a  critical  task,
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